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今後の空港計画において，航空機騒音は依然重要な検討要素の一つである．首都圏空港では今後の容量

拡大を検討するうえで騒音負担のあり方を十分に議論することが必要不可欠となる．一方で従来から市街

地上空を飛行しながら発着している福岡空港では滑走路増設による容量拡大計画が検討されている．そこ

で本研究では，福岡空港周辺住民を対象に，質問紙調査およびヘッドホン面接調査の2つの社会調査を並

行して行い，航空機騒音への受容意識に関わる要因構造の把握を試みた．質問紙調査では，航空機騒音へ

の受容意識には騒音の直接的影響だけでなく，空港アクセス利便性重視の意向等の意識要因も影響を及ぼ

している構図を明らかにした．ヘッドホン面接調査では，これまで十分に考察されてきたとは言い難い，

屋内騒音暴露量や個人の騒音への敏感さと騒音への不快感の関係について考察した． 
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1.  背景と目的 

 

羽田空港は再拡張事業により 2010年 10月から段階的

に 30.3万回／年から 40.7万回／年まで容量が拡大され

るが，小型機多頻度運航化の進展や国際線の乗り入れ増

加等により数年後には再び需給が逼迫するとの指摘があ

り１），今後も更なる容量拡大の方策を検討していく必

要がある．羽田空港の滑走路配置から考えて，これ以上

の大幅な容量拡大には，これまで騒音被害を理由に原則

行われていない都心上空方向の離発着が必要となる可能

性が高い．しかしながら騒音は生活環境を著しく悪化さ

せる恐れもあり，慎重な検討が必要になる． 

一方で近年の傾向として，エンジン騒音低減技術の発

達や機材の小型化があり，一機当たりの騒音は航空機騒

音が社会問題となった時代と比べ大幅に低減している．

さらに今後羽田空港再拡張を契機に，欧米では一般的に

利用されているリージョナルジェットと呼ばれる小型機

材が我が国でも増えてくることが期待される．リージョ

ナルジェットの騒音は大型機材と比べると格段に小さく，

影響を及ぼす地理的範囲も極めて限定的である． 

また，CDA方式や Fanned Departure方式など，騒音に

配慮した離発着時の新運航方式も開発されてきており，

海外の空港では導入例も存在する．ロンドン・ヒースロ

ー空港では，時間帯によって滑走路運用を変えることで

騒音影響の分散や公平性に配慮している．このように，

騒音問題に対し様々な工夫をこらしながら，市街地上空

飛行を実施している例は海外では珍しくない． 

我が国にも市街地上空を低空飛行しながら離着陸を行

っている例は存在する．福岡空港はその代表的な例であ

る．福岡空港も羽田同様，容量不足からその拡張計画に

ついて議論がなされている最中であるが，パブリックイ

ンボルブメント（PI）を含んだ計画策定プロセスの中で，

海上空港への移転案ではなく，現空港滑走路増設案で構

想・施設計画段階に移行している． 

以上の社会的背景から，首都圏を含めた今後の空港容

量拡大に対する騒音負担のあり方に関して検討を行うた
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めの基礎研究として，本研究では，現状で比較的低高度

を飛行し航空機騒音の影響を受けている福岡空港周辺地

域の住民の意識を把握するための社会調査を実施し，航

空機騒音の生活への影響や現状の騒音に対する受容意識

構造を明らかにすることを目的とする． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

航空機騒音に対する反応については，これまでにも多

くの研究がなされてきている．例えば，森原ら２）は社

会調査により航空機，道路，鉄道の各騒音について騒音

暴露量‐反応関係を比較しており，航空機の騒音が最も

不快だと知覚されていることを示している．長田ら３）

は，成田空港周辺で行った調査により航空機騒音の不快

感構造をパス解析によって考察しており，不快感は騒音

の直接効果に加えて会話妨害などの具体的な個々の影響

が総合された結果であることを示している．平松ら４）

は嘉手納基地周辺で行った調査により家屋防音工事によ

る騒音影響の軽減効果を分析しており，防音工事実施群

と非実施群とで生活妨害の反応に差が認められず，家屋

防音工事が生活環境を改善することにはなっていないと

結論付けている． 

これらに対し，本研究では航空機騒音を仕方ないとし

て受け入れる意識，すなわち騒音への受容意識に関わる

要因構造について分析を行う．また，住民に対し，録音

した共通の飛行機音をヘッドホンを用いて聞いてもらい，

日常的に聞いている飛行機音との差異や騒音への感度に

ついて質問する従来にはない実験的調査を行うことで，

これまでの研究で十分に考慮されてきたとは言い難い

個々住宅で異なる屋内騒音の大きさや共通音への反応の

違いの情報を得，それらを用いて騒音への不快感構造を

分析することを狙いとしている． 

 

 

3. 騒音に対する住民意識の整理と仮説構築 

 

(1) 福岡空港 PI自由回答意見データによる騒音不満意

識の構造整理 

福岡空港の空港拡張事業に関する計画検討プロセスの

中で， PI の取り組みの一環として公衆に対する意見募

集がされている．本章では，航空機騒音を中心とした環

境影響や市街地上空飛行のリスクに対する市民の不満意

識，関心事の内容を把握することを目的に，構想・施設

計画段階（現空港滑走路増設案の採択後）の意見募集に

より集められた公衆の自由回答意見の中から，騒音，大

気環境，安全性に関連する意見 405件を抽出し，構造整

理を行った．公衆意見データ５）の概要を表-1に示す． 

意見募集主体 福岡空港構想・施設計画検討協議会

意見募集期間 平成22年8月23日～平成22年9月27日

様式

意見記入ハガキの「滑走路増設計画について，何でも

気づいたことを教えてください」（自由意見）の欄の

回答，自由様式にて寄せられた意見，説明会・周辺地

域説明会，出前説明会，懇談会等や福岡空港技術検討

委員会から寄せられた意見

意見総数
1545人から1643件（うち今回の構造整理の対象とした

のは騒音等に関連する405件）

 

整理の方法として，まず各々の意見記述を意味要素に

分解し，意味要素ごとの意見件数の集計および意味要素

の類型化を行った．さらに各々の記述から意味要素の因

果関係を明示的に捉えることができる場合は点線の矢印

で，カテゴリー間の推測される因果関係を大矢印で表示

した．さらに，屋井６）の考え方に倣い，公衆の関心事

の視点として「実質的関心事」「手続き的関心事」「心

理的関心事」の 3つに全体を区分した．結果を図-1に示

す． 

滑走路増設後の騒音増加に対する懸念を訴える意見は

多く寄せらせているが，それと同程度に，現状の騒音被

害への不満や行政が実施している騒音対策の現状に対す

る不満，増便時の追加騒音対策の要望，安全性への懸念

を示す意見が多いことがうかがえる．一方で手続き的関

心事として，現状騒音の把握や情報公開の不十分さへの

不満，またより詳細で広域的な評価の要望などといった，

環境影響評価の進め方や計画策定プロセスにおける環境

影響評価の位置づけに関する意見も多い．さらに，現状

の対策が不十分であるという意識や，PI レポート７）で

行政が騒音問題や安全性に関する検討を大きく扱ってい

ないという事実から，行政が騒音問題を軽視しているの

では，という不信感を示す記述も一定程度見受けられた． 

住民の訴えたいこととして最終的にたどり着く先は，

空港移転等の抜本的対策により騒音や危険性の排除を求

める意見，今後の騒音対策への要望，安全性確保の対策

の要望，行政への不信感の主に４つであると考えられる．

このうち，騒音や危険性の排除を求める意見数は決して

多くなく，しっかりと対策を行ってほしいという要望が

多数を占めていることがうかがえる．また今回，騒音や

安全性に関連する意見のみを抽出したにもかかわらず，

騒音影響の残る滑走路増設案自体には理解を示している

意見が一定数存在した． 

本整理から，公衆，特に地元住民には，計画主体であ

る行政に対し，騒音増加にあたり更なる対策を実行して

ほしい，あるいは計画の策定プロセスの中で騒音等の生

活環境の問題に関する検討をもう少し重視してほしい，

といった思いが強い傾向にあることがわかった．しかし

その一方で，騒音影響の残る現空港拡張を進めていくと

表-1 福岡空港 PI 構想・施設計画段階における公衆意見データ
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いう方向性自体に絶対的に異を唱える意見は少なく，現

状の騒音には比較的寛容な態度を示しているというふう

に捉えることもできるだろう． 

 

(2) 現状の騒音への受容意識に関わる意識構造仮説の

構築 

本節では，前節の構造整理の結果に基づき，福岡空港

周辺住民の「現状の騒音に対する受容意識」に関わる意

識要因の構造仮説を構築する．ここで「現状の騒音に対

する受容意識」とは，PI で議論されたようなこれから

先の騒音の頻度増加や空港の将来計画といったことに対

する具体的な政策的賛否意識を表現するものとは若干レ

ベルが異なり，現状受けている騒音被害に対して個々住

民が潜在的に持っている受容性の高さを表すものと考え

ることにする． 

まず「現状の騒音への受容意識」には，「現状の騒音

への被害感」，すなわち現状の騒音が生活に影響してい

る，生活を害している，という感覚をどれだけ持ってい

るかが強く影響しているであろう．「現状の騒音への被

害感」は，日常で飛行機音が聞こえた際の不快感の大き

さに規定されるだろう．飛行機音に対する不快感は，屋

内で感じるものと屋外で感じるものとで，音の大きさ，

暗騒音の大きさ，そのときしている行動など異なる点が

多く，異質なものであると想定することができる．そこ

で，「屋内騒音への不快感」と「屋外騒音への不快感」

は別の感覚であるとして分けて考え，それぞれが総合的

な「現状の騒音への被害感」に影響しているという構造

を仮定する．「屋内騒音への不快感」と「屋外騒音への

不快感」には音への敏感さという共通要因があり，ある

程度相関することが想定されるため，この２つの構成概

念間には相関関係を仮定する． 

「現状の騒音への受容意識」は，「現状の騒音への被

害感」だけで形成されるものではなく，音の直接的影響

から生じる感覚以外の意識要因からも影響を受けている

可能性も考えられる．たとえば，PI 公衆意見にもある

ように，行政の騒音対策の程度や中身に不満があれば，

騒音への受容性は低くなるだろう．逆に，騒音をうるさ

いと思っていたとしても，騒音対策が適切にされている

と感じていれば，それは仕方がないと考えるかもしれな

い．すなわち「現行の騒音対策への満足感」が「現状の

騒音への受容意識」に影響を及ぼすという仮説である．

住民の「現行の騒音対策への満足感」は，「現状の騒音

への被害感」が強いほど低くなると考えられる． 

「現行の騒音対策への満足感」は，行政が行う騒音対

策の中身に対する意識であるのに対し，例えばそもそも

行政が騒音被害を軽視していると感じたり，空港周辺住

民への配慮が十分でないと感じたりといった，行政の態

度に対する満足感，不満足感も，住民感情に影響してい

る可能性もあるだろう．PI 公衆意見でもこうした行政

の態度に対する不満意見が見受けられた．すなわち，

「行政の騒音配慮への満足感」が「現状の騒音への受容

意識」に影響を及ぼすという仮説である．行政が騒音配

慮してくれているかどうかは騒音対策の程度や中身から

判断することも多いであろうから，「行政の騒音配慮へ

図-１ PI自由回答意見により顕在化された住民の不満意識内容の整理 
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の満足感」は「現行の騒音対策への満足感」から影響を

受けると考えられる． 

また，福岡空港には，もとからあった空港を後から市

街地が取り囲んだという歴史がある．つまり，騒音があ

るという事実を知っていて，現在の居住地を選んだとい

う住民も少なからず存在するということである．「自ら

騒音に接近した意識」が強ければ，騒音被害はある程度

仕方がない，つまり「現状の騒音への受容意識」が高い

ということは想定される． 

騒音とは関連のない意識が，直接的に「現状の騒音へ

の受容意識」に影響することも考えられる．たとえば，

PI 公衆意見で目立ったのは，空港アクセスの利便性が

良い現空港の立地を維持すべきだという意見であった．

空港アクセス利便性の良さという恩恵を享受しているた

めに騒音被害はある程度仕方ないという考え方はあり得

るだろう．また，福岡地域の発展のためなら，という自

己犠牲的な意識や，福岡地域への経済的な危機感から，

現状の空港立地や飛行機の飛来に理解を示しているとい

うこともあり得る．つまり「空港アクセス利便性重視の

意向」「福岡発展への意向」がそれぞれ「現状の騒音へ

の受容意識」に影響するという仮説である． 

騒音の直接的要因とその他の要因が複合されて形成さ

れる「現状の騒音への受容意識」であるが，例えばそれ

が高い場合，そのことが原因で騒音が気にならなくなっ

たり，害を被っているという意識が抑えられるというこ

とも可能性として考えられる．逆に現状の騒音被害に納

得いっていない，受容できないと考える住民は，騒音を

受けた際の被害感，嫌悪感がますます増大してしまうこ

とが想定される．すなわち「現状の騒音への被害感」が

「現状の騒音への受容意識」に影響するという方向だけ

でなく，「現状の騒音への受容意識」が「現状の騒音へ

の被害感」に影響するという双方向の関係が存在すると

いう仮説が成立する． 

以上の仮説をまとめると図-2のようになる． 

 

 
 
 

4. ヘッドホンを用いた実験システムの構築 

  

本章ではヘッドホンを用いた実験システムの概要を述

べる．ヘッドホンを用いるメリットとしては，被験者の

自宅を訪問し，日常に近い環境で手軽に実験が行えるこ

とや，小型スピーカーやイヤホンと比べ音量の統制がと

れやすいことがある． 

 実験システムは，実際の飛行機音を録音する系統（録

音系）と，録音源を再生する系統（再生系）の二つから

なる．実験装置は録音系ではレコーダーおよびバイノー

ラルマイクと呼ばれる 3次元の音を録ることができるイ

ヤホン型マイク，再生系ではプレイヤーおよびヘッドホ

ンで構成し，レコーダーとプレイヤーは同一のリニア

PCM レコーダーを用いた．実験システムは全て市販の

製品を用いて構成した．使用するバイノーラルマイク，

リニア PCM レコーダーを選定する際は，音の周波数特

性がフラットに近いものを選ぶよう配慮した．ヘッドホ

ンに関しても同様に周波数特性がフラットであり，かつ

外部からの遮音性や聞こえる音量の個人差をできるだけ

小さくしたいという観点から，密閉型でイヤーパッドが

大きめのものを選ぶよう配慮した． 

実際の音源と等しい騒音レベルをヘッドホンで再現す

るためには，ヘッドホンで聞く音の騒音レベルを測定し，

実音源の騒音レベルと等しくなるプレイヤーの再生音量

を見つけ出す必要がある．これには，紙粘土とシリコン

ゴムで作成した耳模型の鼓膜の位置に騒音計のマイクを

配置させるシステムを構築し，ヘッドホンから流れる音

の鼓膜の位置での騒音レベルを測定することで対応した．

最適再生音量は音源ごとに各々で最大騒音レベル

（Lmax）の値が等しくなるように設定した． 

 

  

5. 社会調査による福岡空港周辺住民の現状の騒

音に対する意識構造分析 

 

福岡空港周辺住民の航空機騒音への受容意識構造を把

握することを目的に，質問紙調査およびヘッドホン面接

調査の 2つの社会調査を並行して実施した．本章ではそ

の概要及び回答の分析結果について述べる． 

 

(1) 調査概要 

調査の概要および対象地域を表-2，図-3 に示す．空港

の北と南の両側で，主に着陸経路の直下となるような地

域を中心に（一部離陸経路のみの地域も含む）選定して

いる．  

なお，図-3にあるように，分析の都合上，調査対象地

域を騒音の大きさ，頻度，離着陸の別等から 6地区に区

分することにした． 

正の因果関係

負の因果関係

相関関係

屋外騒音への
不快感

現行の騒音対
策への満足感

屋内騒音への
不快感

現状の騒音へ
の被害感

自ら騒音へ

接近した意識

現状の騒音へ
の受容意識

行政の騒音配
慮への満足感

空港アクセス

利便性重視の
意向

福岡発展へ
の意向

図-2 現状の騒音への受容意識に関わる意識構造仮説 
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表-2 社会調査の概要 

質問紙調査 

配付時期 2011年1月15日～24日 

配付方法 訪問配付（一部ポスティング配付） 

回収方法 郵送回収（一部ヘッドホン調査時に直接回収） 

配布数 
366世帯 713票（内 85世帯 170票はポスティング：基本的に 1
世帯につき2票配付） 

回収数 379票 

有効票数 323票 

有効回収率 45.3% 

ヘッドホン面接調査 

実施時期 2011年1月16日～23日 

実施方法 住宅訪問し，玄関等の静かな屋内で実施 

実施人数 56人 

質問紙調査と 
対応可能数 

50人 

 

図-3 社会調査対象地域 

 

質問紙調査の回答者は，調査対象地域内から住宅地図

上で任意に抽出し選定，ヘッドホン面接調査は質問紙調

査の調査票の受け取りに応じた住民に対し追加で協力を

依頼し実施した． 

 

(2) 質問項目 

調査票の質問項目の構成は以下の通りである． 

質問紙調査 

Q1：航空機騒音への意識と考え方に関する設問 

Q2：航空機騒音対策と行政への意識に関する設問 

Q3：福岡地域および航空交通に関する設問 

Q4：個人属性に関する設問 

ヘッドホン面接調査 

Q1：音の質的なリアリティーを問う設問 

Q2：普段，自宅内で窓を閉めている状態で 21 時台に聞

く最大の航空機音の大きさを問う設問（プレイヤ

ーの再生音量を調節してもらう） 

Q3：４種類の飛行機音について，もし読書中に聞こえ

た場合に気になる程度と，Q2で指定した音との大

きさ比較の 2つの設問 

 

ヘッドホン面接調査で用いた飛行機音は，いずれも成田

空港 B滑走路着陸直下の地点（滑走路端から約 6㎞，高

度約 940ft）で録音した音を用いた． 

Q1，Q2：B777-300着陸時，自動車内で録音した音 

Q3-1：CRJ 着陸時，自動車内で録音した音（屋内で防音窓を閉めた状態

を想定）Lmax=49.8dB, LAE=55.5dB 

Q3-2：B777-300 着陸時，自動車内で録音した音（屋内で防音窓を閉めた

状態を想定） Lmax=55.1dB, LAE=62.6dB 

Q3-3：Q3-2 と同音源で，実音源より音量を上げた音（屋内で通常窓を

閉めた状態を想定） Lmax=約 60dB 

Q3-4：CRJ 着陸時，屋外で録音した音（窓を開けた状態を想定）

Lmax=70.6dB, LAE=80.3dB 

 

(3) 質問紙調査回答者の特徴と単純集計結果 

質問紙調査の回答者の属性に関する設問の主要な集計

結果を表-3，図-4に示す． 

調査は 20 歳以上の方に回答を依頼している．20 代の

サンプル比率が小さくなったが，他の年代に関しては偏

りなく回答を得ることができた． 

回答者の住宅は一戸建てと集合住宅の比率が約２：１

となり，住宅構造の比率は表-3の通りであった． 

職業は，普段自宅内で過ごす時間が長いと思われる専

業主婦・主夫と無職で約半分を占めている． 

対象地域内は，空港の直近を除いて一般的な住宅街で

あり，居住年数を見ても 10年以内が約 3割を占める結

果となった． 

 

表-3 質問紙調査回答者の年代・性別と住宅構造 

 

 

年代  

全サンプル（N=323） 
うち性別無回答1名  自宅の住宅構造 

全サンプル 
（N=323） 

男性（N=139) 女性（N=183) 

20～29歳 2.2% 3.3% 鉄筋コンクリート造 39.3% 

30～39歳 11.5% 16.4% 木造 50.8% 

40～49歳 16.5% 18.0% 鉄骨造 8.4% 

50～59歳 21.6% 25.7% 無回答 1.5% 

60～69歳 25.9% 23.5% 合計 100% 

70歳以上 22.3% 13.1% 
  

合計 100% 100% 
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次に質問紙調査の主要な設問項目の単純集計結果を図

-5に示す．回答方式は全て 7件法である． 

「現状の航空機騒音の被害は，現実的には受け入れざ

るを得ない」は航空機騒音に対する受容性を，「航空機

騒音被害をもたらしている福岡空港の現状は問題だ」は

逆に航空機騒音に対する非受容性を問う設問となってい

る．結果，「受け入れざるを得ない」に肯定的な回答

（5～7 の回答．以後同様）をした回答者は約 6 割を占

め，「福岡空港の現状は問題だ」に肯定的な回答をした

回答者は約 3割となった． 

「航空機騒音は生活を著しく阻害している」は航空機

騒音への被害感を問う設問であるが，肯定的な回答と否

定的な回答（1～3 の回答）が同程度という結果であっ

た．また，「航空機騒音は生活を著しく阻害している」

に肯定的な回答をした 116サンプルの中で，しかしなが

ら「現状の航空機騒音の被害は，現実的には受け入れざ

るを得ない」に肯定的な回答をした回答者が 52サンプ

ルおり，比率にして 45%を占める結果となった．これは，

航空機騒音自体には迷惑していると感じていても，だか

らといって必ずしも「受容できない」というふうに考え

ている住民ばかりではないことを示している． 

「現行の騒音対策は不十分だ」，「行政は騒音被害を

軽視している」の設問は，行政が行っている騒音対策や，

行政の取り組み姿勢に対する意識を問う設問である．こ

こで，「騒音対策」とは，質問紙上で「航空機の夜間発

着規制や騒音軽減運航方式の導入等の騒音軽減策，およ

び建物の防音工事助成や移転補償，テレビ受信障害対策

等の空港周辺対策のことをいいます．」と注釈している．

本設問には「わからない」の選択肢を加えており，両設

問ともに 20~25%程度の回答者が「わからない」を選択

している．図-5ではそれを除いた集計結果を載せている

が，総じて行政の対応には満足していない方向の回答が

多くなっている． 

その他，騒音とは無関係な設問の中では，「福岡とい

う都市が好きだ」や「福岡空港のアクセス利便性の良さ

は福岡地域の発展に大きく貢献している」に肯定的な回

答が大多数を占めたことは，福岡地域の特徴的な一面を

表していると言えるだろう． 

 

(4)  質問紙調査結果の基礎的分析  

「航空機騒音には慣れた」（7 件法）に約 6割の住民

が肯定的な回答をしている．図-6は居住年数ごとに回答

を集計したものであるが，有意な差は見られず，騒音へ

の慣れは十年単位ではなく，より短い期間で生じている

ことが示唆される． 

「航空機騒音は生活を著しく阻害している」（7 件

自営業主

7%

会社員

23%

公務員

5%

パートタイ

ム従業員

9%

専業主婦・

主夫

30%

学生

2%

無職

20%

その他

3%

無回答

1%

0～10年

29%

10～20年

19%20～30年

18%

30～40年

11%

40～50年

11%

50年以上

10%

無回答

2%

(a) 職業          (b) 居住年数 

図-4 質問紙調査回答者の職業と居住年数 
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福岡空港のアクセス利便性の良さは
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（行政の）現行の騒音対策は不十分だ
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自宅内でくつろいでいるとき、

航空機騒音が聞こえて気になることがある
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航空機騒音被害をもたらしている

福岡空港の現状は問題だ

現状の航空機騒音の被害は、

現実的には受け入れざるを得ない
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全くあてはまらない どちらともいえない 非常によくあてはまる上から４・５つ目の設問 ：

全くそう思わない どちらともいえない 全くそう思うそれ以外の設問 ：

図-5 主要な設問の単純集計結果 
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図-6 居住年数別の騒音への慣れの意識 
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図-7 居住地区別の騒音への被害感 
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法）の回答を対象地域の地区別に集計したのが図-7であ

る．北側低暴露地区は着陸経路の直下となることがない

ので，一機当たりの騒音が小さく，被害感が小さい傾向

にある．南側離陸暴露地区に関しても，着陸経路直下と

なることは少なく，離陸機が一定程度上昇した地点での

騒音が主となるため，被害感は同様に小さい傾向となっ

ていると考えられる．一方，南側低暴露地区に関しては，

航空機の着陸経路がまだばらついている地点であり，騒

音の頻度は他の地区とくらべて少なく音の大きさも小さ

いが，南側高暴露地区と被害感に大きな差は見られなか

った． 

「航空機騒音被害をもたらしている福岡空港の現状は

問題だ」（7 件法）への回答結果は図-8 の通りとなった．

若い世代ほど福岡空港の現状を問題だとは感じていない

傾向が見られ，20～39 歳の層では「問題だ」と考える

住民の割合は 2割程度という結果になっている．この設

問の回答が，年齢層間で差異があるかを独立性の検定に

よって検証したところ，有意差が確認された．（χ
2=31.7，自由度=24，p<0.05） 

 図-9は「現状の航空機騒音の被害は，現実的には受け

入れざるを得ない」（7 件法）の回答結果を，居住地選

択時の航空機騒音認知に関する設問の回答別集計結果を

示している．航空機騒音の存在を知っていてあえて居住

地に選んだという住民は，騒音を受け入れざるを得ない

と考えている割合が大きいことがわかる．これら居住し

始めた背景が異なる住民間で回答傾向に差異があるかを

独立性の検定によって検証したところ，有意差が確認さ

れた．（χ2=49.6，自由度=24，p<0.01）また，知ってい

てあえて現在の居住地に選んだと回答した住民が全体の

約 4割を占めた．このことから，「騒音のことを知って

いて後から入居したのだから仕方がない」という意識が

騒音の受容につながっている可能性は十分に考えられる． 

 

 (5) 共分散構造分析 

 質問紙調査で得た騒音への住民意識データに対し，共

分散構造分析を行い，第三章で構築した仮説構造モデル

の妥当性を検証した． 

 各構成概念の観測変数と，その内的整合性を示すクロ

ンバックのα係数を表-4に，共分散構造モデルの推定結

果を図-10に，それぞれ示す． 

 「現状の航空機騒音への被害感」には，「屋外騒音

への不快感」より「屋内騒音への不快感」がより強い影

響を及ぼしていることがわかる． 

「現状の騒音への被害感」の大きさは直接的に「騒音

への受容意識」に負の影響をもたらすと同時に，「現行

の騒音対策への満足感」，「行政の騒音配慮への満足

感」を介して間接的に受容意識につながるパスも有意と

なった．「現行の騒音対策への満足感」から「騒音への

受容意識」への直接のパスは負の値となり仮説とは逆の

方向に出てしまっているが，これは「現行の騒音対策へ

の満足感」と「行政の騒音配慮への満足感」の相関があ

まりに強かったために多重共線性の問題が引き起こされ

ていることによる可能性が高い． 

一方福岡空港は博多駅から地下鉄で 5分という非常に

高いアクセス利便性を誇っており，その利便性を享受し

ている反面で騒音を受けている現状は仕方がないという

意識が騒音への受容に影響しているという仮説も支持さ

れる結果となった． 

「自ら騒音に接近した意識」は，居住地選択時の航空

機騒音認知に関する設問の回答が「知っていたが，あえ

てそこを選んだ」の場合 1，その他の場合を 0と定義す

るダミー変数をそのまま代入したものであるが，「騒音

への受容意識」に対し正の影響を及ぼしていることが確

認された． 

さらに，騒音を受け入れる意識が原因となって，被害

感の大きさに影響を及ぼしているという逆方向のパスも

有意となった．これは，例えば空港アクセス利便性重視
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図-8 年代別の騒音を問題とする意識（非受容意識） 

a. 知っていたが，他の条件が良かったため，あえて現在の居住地を選んだ 

b. 知っていたが，自分の意向に反して現在の居住地に住むことになった 

c. あまりよく知らずに，現在の居住地を選んだ 

d. 現在の居住地を選ぶ際，自分は居住地について考える立場になかった 

e. 生まれたときからこれまでずっと現在の居住地に住んでいる 

 

図-9 居住地選択時の航空機騒音認知と受容意識の関係 
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やその他の理由で騒音はやむなしと考えた場合，そのこ

とによって騒音被害を受けているという感覚自体が和ら

いでいくという現象が起こる可能性を示唆している． 

「福岡発展への意向」が直接「騒音への受容意識」に

影響しているというパスは今回有意にならず，地域への

愛着や危機感が騒音への受容意識を高めているという状

況は本調査では確認できなかった． 

 

 

表-4 共分散構造モデルの構成概念と観測変数 

屋内騒音へ
の不快感

現行の騒音対策
への満足感

屋外騒音へ
の不快感

現状の騒音へ
の被害感

空港アクセス

利便性重視の
意向

現状の騒音へ
の受容意識

行政の騒音配慮

への満足感

自ら騒音へ接近

した意識 x18

福岡発展への
意向

x1 x2 x3

x4 x5 x6 x7 x8

x12 x13

x14 x15 x16

x19 x20

x21 x22 x23x24 x25 x26 x27

x9 x10 x11

.67***
.87***.83

.86
.74***

.81***
.84***

.72***

.86
.76***

.79***

.88
.85***

.54***
.66

x17

.89***

.57***
.74***

.50

.89

.69***.75***
.35

.41***
.76***

.83***

.88***

.10

.73***
－.65***

.87***

.59*

－.46***

－.22***

－.09

.25***

.11*

－.46*

Sample Size = 323
GFI=.808       AGFI=.767      RMSEA=.077

*p < 0.05    ** p < 0.01     ***p < 0.001
（x1，x4 ，x9 ，x12 ，x14 ，x19 ，x22 ，x24 の各係数は，

識別可能とするためあらかじめ固定している．）

構成概念 α係数 観測変数

・自宅の近辺を歩いているとき，航空機騒音が気になる(x1)
・航空機騒音がうるさいのであまり外に出たくないと思う時がある(x2)

・自宅近辺で会話など他の音が航空機騒音によって聞き取りにくくなることに対し，ストレスを感じることがある(x3)

・自宅内でくつろいでいるとき，航空機騒音が聞こえて気になることがある(x4)

・航空機騒音がうるさいのであまり自宅にいたくないと思う(x5)

・自宅内で会話や電話，テレビ等の音が航空機騒音によって聞き取りにくくなることに対し，ストレスを感じることがある(x6)

・自宅内で読書や仕事，考え事をしているとき，航空機騒音によって集中がそがれてストレスを感じることがある(x7)

・航空機騒音がうるさいので窓を閉めなければならず，不便だと感じることがある(x8)

・航空機騒音は生活環境を著しく阻害している(x9)

・航空機騒音が連続して聞こえると，その時間帯は何となくいやな気分になる(x10)

・楽しい気分でも航空機騒音が水を差す(x11)

・現行の騒音対策は不十分だ(x12)※

・現行の騒音対策は不公平だ(x13)※

・行政は騒音被害を軽視している(x14)※

・行政は空港周辺の住民の意見を尊重して扱ってくれる(x15)

・行政は騒音対策について約束を守っていない(x16)※

・行政には騒音被害の実態調査にもっと力を入れてほしい(x17)※

・現在の居住地を選択する際，航空機騒音の存在をご存知でしたか？

　知っていたが他の条件が良かったため選んだ→1     それ以外→0　　　(x18)

・福岡という都市が好きだ(x19)

・福岡の発展に貢献したい(x20)

・福岡空港はアクセス利便性がよく，助かっている(x21)

・福岡空港のアクセス利便性の良さは福岡地域の発展に大きく貢献している(x22)

・空港は都市の中心地から近いに越したことはない(x23)

・現状の航空機騒音の被害は，現実的には受け入れざるを得ない(x24)

・航空機騒音の被害を空港周辺の住民など一部の人が受けるのは仕方がない(x25)

・航空機の発着回数を減らしてでも航空機騒音は減らすべきだ(x26)※

・航空機騒音被害をもたらしている福岡空港の現状は問題だ(x27)※

x18を除き、全て「非常によくあてはまる」～「全くあてはまらない」または「全くそう思う」～「全くそう思わない」の7件法．     ※は逆転項目．

空港アクセス利便性

重視の意向
0.79

現状の騒音への被害感 0.85

現状の騒音への受容意識 0.74

現行の騒音対策への満足感 0.86

自ら騒音へ接近した意識 ―

福岡発展への意向 0.62

屋外騒音への不快感 0.82

行政の騒音配慮への満足感 0.72

屋内騒音への不快感 0.89

図-10 共分散構造モデルの推定結果（標準解） 
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(6) ヘッドホン面接調査結果の分析  

ヘッドホン面接調査の結果の分析に移る．分析対象の

サンプルは，質問紙調査の結果と合わせた分析を行うも

のでは質問紙調査の回答に不備のなかった 50サンプル

を対象とし，それ以外は 56サンプル全てを対象とした． 

「Q1：（飛行機音を聞かせて）リアリティーはありま

したか」（非常にある・そこそこある・どちらともいえ

ない・あまりない・全くないの 5件法）の設問の回答結

果は「非常にある」が 52％，「そこそこある」が 42％

で合わせて 9割以上を占めており，バイノーラルマイク

およびリニア PCM レコーダーを用いた実験システムで

再現された飛行機音の質的なリアリティーについては高

い評価を得ることができた． 

4 種類の飛行機音に対し，「Q3：自宅内で静かに読書

をしている際にもしこの飛行機音が聞こえた場合，どの

程度気になるか」（非常に気になる～どちらともいえな

い～全く気にならないの 7件法）の設問の回答の平均値

と，聞かせた飛行機音の最大騒音レベル Lmaxとの関係を

表したのが図-11 である．機種によって音色は異なるも

のの，騒音レベルの大きい音ほど気になる程度が大きい

傾向にあることが確認された． 

次に，「Q2：普段自宅内にいるとき，福岡空港におけ

る 21時台のフライト（最終便の直前 1時間）における

もっとも大きな航空機騒音は，どれくらいの大きさか」

（プレイヤー音量を調節し合わせてもらう）の設問およ

び，4種類の飛行機音それぞれに対し「Q3：普段聞いて

いる音と比較してどうか」（かなり大きい～同じくらい

だ～かなり小さいの 7件法）の回答結果を用いて，実際

に住民が自宅内で普段どの程度の大きさの音を聞いてい

るのかを推定した．推定の仕方は以下の通りである． 
① Q3における 4種類の音への評価に対し，1つだけ「４：

同じくらいだ」がある場合，当該固定音の騒音レベルを推

定値とする． 
② Q3における 4種類の音への評価に対し，2つ以上「４：

同じくらいだ」がある場合，当該固定音の騒音レベルの平

均値を推定値とする． 
③ Q3 における 4種類の音への評価に対し，「４：同じく

らいだ」に該当する音がない場合で，3以下の評価と 5以
上の評価がある場合，線形近似で 4 に該当する騒音レベル

を求め，推定値とする．ただし，音が大きくなったにも関

わらず，回答者の評価が小さくなっている回答が見られる

場合はこの限りではない．その場合，後に⑤の方法で求め

る． 
④ Q3 における 4種類の音への評価に対し，「４：同じく

らいだ」に該当する音がない場合で，3以下の評価と 5以
上の評価の両方がそろっていない場合，後に⑤の方法で求

める． 
⑤ ①～④で推定値が定まったサンプルに対し，得られた日

常屋内騒音の推定値と，もう一つの聞き方であった Q2 の

音量設定調節の設問の回答（プレイヤーの音量設定値）と

の関係をグラフにプロットする．そして最小二乗法により

回帰直線の式を求め，③および④で推定値が定まらなかっ

たサンプルに対して，音量設定調節の設問回答を代入し，

推定値とする． 
⑥ Q2の回答が 0，すなわち普段窓を閉めている状態では全

く飛行機の音は聞こえないと回答した被験者に関しては，

屋内の暗騒音レベルとして 40dB を自宅内騒音レベル推定

値とする． 

以上より求まった自宅内騒音レベル推定値を縦軸に，

回答者各々の自宅と福岡空港の滑走路端との間の着陸飛

行経路長を横軸にとったグラフが図-12 である．グラフ

上の曲線は，B777 の着陸時の経路直下の標準的な騒音

の大きさを INM（Integrated Noise Model）7.0を用いて推定

した，いわば理論値である．曲線を見てもわかるように，

滑走路端までの距離が短くなるほど航空機の高度が低く

なり音は大きくなるのが通常であるはずである．しかし

ながら，自宅内騒音レベル推定値はそのような傾向を示

していない．ヘッドホン調査実施時のヒアリングと合わ

せて考察すると，住宅の構造や防音窓等の防音対策の実

施程度は回答者ごとに様々であり，また例えば同じマン

ションの同じ階でも，普段過ごすことの多い部屋をどこ

に配置しているかによって飛行機音の印象はまるで異な

っている．概して空港に近接した地域の住民ほど防音対

策をしっかりと施している傾向にある．そういった要素

が合わさって，日常聞いている飛行機音の大きさが決ま

っており，同じ地域でも住民によって聞いている音は

様々に異なっており，また空港に近い地域ほど普段聞い

ているが大きいとは限らないということがこの結果から

言えるであろう． 

 次に，回答者ごとの「騒音への敏感さ」のばらつきは

図-11 4種類の飛行機音に対する「気になる」程度 

CRJ（防音窓）

B777-300（防音窓）

B777-300（通常窓）

CRJ（屋外）

1

2

3

4

5

6

7

40 45 50 55 60 65 70 75

気
に
な
る
程
度

Lmax (dB)

図-12 滑走路端までの距離－自宅内騒音レベル関係 
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どのような要因から生まれているかということを分析す

る．「騒音への敏感さ」は，4 種類の航空機音に対する

気になる程度（Q3）の総和と今回定義することにする．

そしてその「騒音への敏感さ」を従属変数とし，自宅内

騒音レベル推定値，年代，性別ダミー，家族数，居住年

数，集合住宅の階数，窓を開ける頻度，7～22時の在宅

時間，空港利用頻度の 8つの個人属性を独立変数として

重回帰分析を行った．推定方法は，変数減少法を採用し

た．推定結果を表-5に示す． 

自宅内騒音レベル推定値，居住年数，集合住宅の階数，

7～22時の在宅時間の 4つの変数が有意な係数をとる結

果となった．自宅内騒音レベル推定値は大きいほど敏感

さが小さくなる，すなわち騒音に対して鈍感になるとい

う傾向が強く出た．これは，普段大きな騒音を聞いてい

る回答者ほど，同じ音に対して「気にならない」と回答

していることを差しており，騒音への慣れの存在を示し

ていると解釈できる．集合住宅の階数は高いほど騒音に

敏感であるという傾向が出た．この原因は，高層に住ん

でいると自動車騒音等の航空機騒音以外の騒音が小さく，

普段航空機音がより目立って聞こえているということが

一因として考えられる． 

最後に，質問紙調査結果の共分散構造分析における構

成概念のひとつである「屋内騒音への不快感」を，「窓

を開ける頻度」およびヘッドホン面接調査で得られた

「騒音への敏感さ」「自宅内騒音レベル推定値」で説明

するモデルを構築し，推定を行った．結果を図-13 に示

す．「屋内騒音への不快感」，「騒音への敏感さ」，

「自宅内騒音レベル推定値」の３変数の三角形の箇所に

着目すると，自宅内騒音レベルが大きいほど日常的な屋

内騒音への不快感が大きいという関係が認められるもの

の，自宅内騒音レベルが大きいとその分騒音に鈍感にな

っているという関係も成立するために，結果として音の

大小が不快感の大きさに与える影響が幾分か相殺されて

いるという構造を捉える事が出来た．つまり，屋内騒音

への不快感を抑えるために自宅内騒音レベルを小さくす

る努力は一定の効果を発揮することは間違いないが，一

方で人間は「慣れる」ことによりある程度騒音に対応す

ることができる，と解釈することが可能だろう．  

 

 

6. 結論 

 

本稿では，福岡空港拡張事業の PI における公衆意見

データおよび福岡空港周辺住民に対し自ら実施した質問

紙調査とヘッドホン面接調査の２つからなる社会調査の

結果を用いて，まさに空港拡張計画の検討が進行中の福

岡空港周辺住民の，航空機騒音に対する受容意識に関わ

る要因について考察した．結果，航空機騒音への慣れの 

従属変数従属変数従属変数従属変数

騒音への敏感さ＝４種類の航空機音に対する「気になる程度」の和

独立変数独立変数独立変数独立変数

標準化係数 t値 判定

自宅内騒音レベル推定値 -0.53 -5.45 ＊＊＊

集合住宅の階数（一戸建ての場合１を代入） 0.45 4.33 ＊＊＊

７～２２時の在宅時間（週平均） -0.20 -2.07 ＊

居住年数 0.30 2.95 ＊＊

騒音への敏感さ

窓を開ける頻度

自宅内騒音レベ
ル推定値

屋内騒音へ
の不快感 屋内での

作業集中妨害に

ストレスを感じる

窓を開けられない
のが不便だと感じる

屋内で騒音が

気になる

屋内での聴取妨害
にストレスを感じる

－.24(*)

－.61***
.50**

.94***

.45**
.72***

.76***

.82（固定）

観測変数（質問紙調査の結果）

観測変数（ヘッドホン面接調査の結果）

潜在変数

標準偏回帰係数

凡例Sample Size = 50
GFI=.949       AGFI=.891
(*)p < 0.1   *p < 0.05 
** p < 0.01     ***p < 0.001

存在や，自ら騒音に接近した意識，空港アクセスの高い

利便性を維持したいとする意識が騒音の受容に結びつい

ている構図が明らかとなった． 

今後は，空港計画や飛行経路を検討する上での技術的

な制約や，次世代の航空機の騒音特性，リージョナルジ

ェットの活用等を考慮した上で，将来的に騒音をどのよ

うな形で負担していくべきか，より深い考察を行うこと

が課題として挙げられる． 
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表-5 騒音への敏感さを従属変数とした重回帰分析 

図-13 屋内騒音への不快感モデルの推定結果 


